
資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
医療法人紹応会 河田産婦人科医院にて
運営しておりました「カード式テレビシス
テム」につきまして、令和８年８月25日で
利用終了し、資金決済に関する法律第二十
条第一項に基づき、次のとおり払戻しを行
います。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
パラテクノ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
医療法人紹応会 河田産婦人科医院（広
島県広島市佐伯区海老園１２13）で
販売したテレビカード（ベッド柄カード
952度数）
＜払戻しの申出期間＞
令和８年10月９日（金）９時00分～令和
８年12月18日（金）17時00分
受付時間 午前９時00分～午後５時00分
（土、日、祝祭日は除く）
※上記の申出期間内にお申し出頂けない
場合には、この払戻し手続きから除斥
されます。
※郵送での申出の場合は、払戻しの申出
期間の最終日の消印までが有効となり
ます。

＜本件に関するお問い合わせ＞
パラテクノ株式会社
〒1138415 東京都文京区本郷５丁目28
番３号
電話（03）38680327（受付時間 土、
日、祝祭日を除く、９時00分～17時00分）
令和８年10月９日
東京都文京区本郷５丁目28番３号

パラテクノ株式会社
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第 75 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
福岡県糟屋郡志免町大字吉原642番地13

株式会社スモールランプ
代表取締役 末武 勝行

貸借対照表の要旨
(令和８年８月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,293
固 定 資 産 36,010
合 計 39,303

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,195
株 主 資 本 2,108
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 27,891
利 益 準 備 金 1,500
その他利益剰余金 29,391
(うち当期純損失) (667)
合 計 39,303
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第 43 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

岡山県井原市神代町2395番地の１
株式会社インテリア川井
代表取締役 川井 康年

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 59,115
固 定 資 産 22,613
合 計 81,728

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,797
固 定 負 債 93,642
株 主 資 本 22,711
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 37,711
利 益 準 備 金 2,005
その他利益剰余金 39,716
(うち当期純利益) (862)
合 計 81,728
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決 算 公 告
令和８年 10 月９日
徳島県徳島市応神町応神産業団地６番４
株式会社クラシオホールディングス

代表取締役 廣海 勝也
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 18,990
固 定 資 産 583,105
繰 延 資 産 328
合 計 602,425

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,351
固 定 負 債 541,959
株 主 資 本 23,114
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 20,114
その他利益剰余金 20,114
(うち当期純利益) (26,980)
合 計 602,425

決 算 公 告

令和８年 10 月９日

東京都品川区広町二丁目１番３号 OIMA

CHI・TRACKS・RESIDENCE1418号室

株式会社おひさまホールディングス

代表取締役 廣海 勝也

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 26,708
固 定 資 産 49,032
繰 延 資 産 8,831

合 計 84,572

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,365
固 定 負 債 23,327
株 主 資 本 58,879
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 40,173
その他資本剰余金 40,173
利 益 剰 余 金 8,705
その他利益剰余金 8,705
(うち当期純利益) (2,256)

合 計 84,572

資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
一般財団法人 医療・介護・教育研究財
団 柳川病院にて運営しておりました
「カード式テレビシステム」につきまして、
令和８年７月28日で利用終了し、資金決済
に関する法律第二十条第一項に基づき、次
のとおり払戻しを行います。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
パラテクノ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
一般財団法人 医療・介護・教育研究財
団 柳川病院（福岡県柳川市筑紫町29番
地）で販売したテレビカード（ガーベラ
柄カード1000度数）
＜払戻しの申出期間＞
令和８年10月９日（金）９時00分～令和
８年12月11日（金）17時00分
受付時間 午前９時00分～午後５時00分
（土、日、祝祭日は除く）
※上記の申出期間内にお申し出頂けない
場合には、この払戻し手続きから除斥
されます。
※郵送での申出の場合は、払戻しの申出
期間の最終日の消印までが有効となり
ます。

＜本件に関するお問い合わせ＞
パラテクノ株式会社
〒1138415 東京都文京区本郷５丁目28
番３号
電話（03）38680327（受付時間 土、
日、祝祭日を除く、９時00分～17時00分）
令和８年10月９日
東京都文京区本郷５丁目28番３号

パラテクノ株式会社

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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